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○名護市放課後児童健全育成事業補助金交付要綱 

平成23年４月１日 

告示第80―４号 

改正 平成24年５月24日告示第94号 

平成25年５月31日告示第94―２号 

平成26年４月１日告示第58―２号 

平成26年７月31日告示第124号 

平成27年２月５日告示第15号 

平成27年５月21日告示第115―２号 

平成28年６月21日告示第120号 

平成28年10月31日告示第169号 

平成29年６月28日告示第145号 

平成30年８月31日告示第147―２号 

平成31年２月21日告示第18―２号 

令和元年10月７日告示第168号 

令和２年６月１日告示第135―２号 

令和２年７月８日告示第157号 

名護市放課後児童健全育成事業補助金交付要綱（平成14年告示第71号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、名護市放課後児童健全育成事業実施要綱（平成23年告示第80―２号）に規定する

児童クラブに対する補助金の交付に関し、名護市補助金等の交付に関する規則（昭和56年規則第８号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる事業とする。 

(１) 放課後児童健全育成事業 平成31年３月29日子発0329第１号厚生労働省子ども家庭局長通知

「放課後児童健全育成事業」の実施について（以下「通知」という。）の別紙「放課後児童健全育

成事業実施要綱」の別添１「放課後児童健全育成事業」により行う事業 

(２) 放課後児童クラブ環境改善事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添２「放

課後子ども環境整備事業（放課後児童クラブ環境改善事業）」により行う事業 

(３) 障がい児受入推進事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添３「放課後児

童クラブ支援事業（障害児受入推進事業）」により行う事業 

(４) 放課後児童クラブ送迎支援事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添５「放

課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業）」により行う事業 

(５) 放課後児童支援員等処遇改善等事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添

６「放課後児童支援員等処遇改善等事業」により行う事業 
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(６) 障がい児受入強化推進事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添７「障害

児受入強化推進事業」により行う事業 

(７) 小規模放課後児童クラブ支援事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」の別添８

「小規模放課後児童クラブ支援事業」により行う事業 

(８) ひとり親家庭学童利用料負担軽減事業 児童扶養手当又は母子父子家庭等医療費助成の受給者

に対して利用料の減免を行っている場合に、第１号の事業を行う者に対して、加算金を支給する事

業 

(９) 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 通知の別紙「放課後児童健全育成事業実施要

綱」の別添９「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」により行う事業 

(10) 放課後児童クラブ等環境改善整備推進事業 平成31年２月19日子発0219第１号厚生労働省子

ども家庭局長通知「放課後児童クラブ等環境改善整備推進事業の実施について」の別紙「放課後児

童クラブ等環境改善整備推進事業実施要綱」により行う事業 

(11) 新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時特別開所支援事業 新型コロナウイルス感染症対策

に伴う小学校の臨時休業等により、春休み終了日の翌日以降（夏季、冬季、学年末などの休業日を

除く。）、平日において午前中から開所するための経費を補助する事業 

(12) 新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時特別開所人材確保支援事業 新型コロナウイルス感

染症対策に伴う小学校の臨時休業等により、春休み終了日の翌日以降（夏季、冬季、学年末などの

休業日を除く。）、平日において午前中から開所するための人材確保等に要する経費を補助する事

業 

(13) 新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時障がい児受入推進事業 新型コロナウイルス感染症

対策に伴う小学校の臨時休業等により、春休み終了日の翌日以降（夏季、冬季、学年末などの休業

日を除く。）、平日において午前中から障がい児を受け入れる場合に、必要な専門的知識等を有す

る者を配置するための経費を補助する事業 

(14) 新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時障がい児受入強化推進事業 新型コロナウイルス感

染症対策に伴う小学校の臨時休業等により、春休み終了日の翌日以降（夏季、冬季、学年末などの

休業日を除く。）、平日において午前中から障がい児を３人以上受け入れる場合に、前号に加えて、

必要な専門的知識等を有する者を配置するための経費を補助する事業 

(15) 新型コロナウイルス感染症対策利用料減免事業 市が新型コロナウイルス感染症の拡大防止を

図るために、放課後児童クラブを臨時休業させた場合等の日割り利用料について、市が保護者へ返

還する事業 

(16) 新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る事業 市が事業所等へ配布する子ども用マスク、消

毒液等の卸・販社からの一括購入等その他事業所等の消毒、感染予防の広報・啓発など新型コロナ

ウイルス感染症の拡大防止を図る 

（補助金の算定方法） 

第３条 補助金の交付額は、別表に定める補助基準額に基づき算定した額又は対象経費の支出額から寄
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付金その他の収入額を控除して算定した額のいずれか低い方の額を、予算の範囲内で交付するものと

する。この場合において、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、名護市放課後児童健全育成

事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、４月30日までに市長に提出しなけ

ればならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは提出期限を変更することができる。 

(１) 事業計画書 

(２) 補助金所要額調書 

(３) 役員名簿 

(４) 児童名簿 

(５) 収支予算書 

(６) 指導員調書 

(７) 傷害保険証の写し 

(８) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条による申請書を受理したときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行

う調査等により、補助金交付の適否を決定し、名護市放課後児童健全育成事業補助金交付決定通知書

（様式第２号）を申請者に交付するものとする。 

（交付変更申請） 

第６条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付決定

を受けた後の事情の変更等により申請の内容を変更する場合は、名護市放課後児童健全育成事業補助

金内容変更承認申請書（様式第３号）及び変更後の第４条第２号に規定する補助金所要額調書その他

市長が必要と認める書類を市長へ提出するものとする。 

（実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業の終了後、名護市放課後児童健全育成事業補助金実績報告書（様式第

４号）に次に掲げる書類を添えて、これを事業完了年度の翌年度４月３日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 補助金清算書 

(２) 収支決算書 

(３) その他参考となる書類 

（補助金の交付の時期） 

第８条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、遅滞なく当該報告書に係る審査及び

必要に応じて行う現地調査により、補助金交付の可否を当該補助事業者に対して、名護市放課後児童

健全育成事業補助金交付確定通知書（様式第５号）により通知するものとし、確定後に補助金を交付
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するものとする。ただし、市長は事業の円滑を図るために必要と認めるときは、第５条の規定による

補助金の交付決定後に概算払いにより交付することができる。 

（補助金の交付決定の取り消し又は補助金の返還） 

第９条 市長は、補助金の交付を受けた補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

交付決定を取り消し又は補助金を打ち切り若しくは既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還

を命じることができる。 

(１) 申請書その他の関係書類に虚偽の記載をしたとき。 

(２) 決定通知の内容又はこれに付した条件その他市長の指示に違反したとき。 

(３) 補助金について、不正な行為があったとき。 

(４) その他この要綱に違反したとき。 

（補助金の経理等） 

第10条 補助事業者は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して補助事業に関する収入額

及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項に規定する帳簿を、補助事業終了の日の属する年度の終了後５年間保管しなけ

ればならない。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成24年５月24日告示第94号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成24年４月１日から適用する。 

附 則（平成25年５月31日告示第94―２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成25年４月１日から適用する。 

附 則（平成26年４月１日告示第58―２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成26年７月31日告示第124号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成26年４月１日から適用する。 

附 則（平成27年２月５日告示第15号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成27年５月21日告示第115―２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成27年４月１日から適用する。 

附 則（平成28年６月21日告示第120号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成28年４月１日から適用する。 

附 則（平成28年10月31日告示第169号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 
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附 則（平成29年６月28日告示第145号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成29年４月１日から適用する。 

附 則（平成30年８月31日告示第147―２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成30年４月１日から適用する。 

附 則（平成31年２月21日告示第18―２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成31年２月７日から適用する。 

附 則（令和元年10月７日告示第168号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年６月１日告示第135―２号） 

この要綱は、告示の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年７月８日告示第157号） 

この要綱は、告示の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

別表（第３条関係） 

名護市放課後児童健全育成事業補助金基準額表 

 補助基準額 対象経費 

1 放課後児童健全

育成事業 

1 開設日数250日以上 

(1) 1支援（年間平均登録児童数10～19人）当たり

年額 2,305,000円－（19人－年間平均登録児童

数）×27,000円 

(2) 1支援（年間平均登録児童数20～35人）当たり

年額 4,484,000円－（36人－年間平均登録児童

数）×25,000円 

(3) 1支援（年間平均登録児童数36～45人）当たり

年額 4,484,000円 

(4) 1支援（年間平均登録児童数46～70人）当たり

年額 4,484,000円－（年間平均登録児童数－45

人）×60,000円 

(5) 1支援（年間平均登録児童数71人以上）当たり

年額 2,917,000円 

(6) 開設日数加算額（原則として1日8時間以上開

設する場合） 

18,000円×251日～300日までの250日を超える

日数 

(7) 長時間開設加算額 

ア 平日分（1日6時間を超え、かつ、18時を超え

放課後児童クラブの運営に

要する経費（飲食物費を除

く。） 
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て開設する場合） 392,000円×「1日6時間を

超え、かつ、18時を超える時間」の年間平均時

間数 

イ 長期休暇分（1日8時間を超えて開設する場

合） 176,000円×「1日8時間を超える時間」

の年間平均時間数 

2 開設日数200以上249日以下（特例分） 

(1) 1支援（年間平均登録児童数20人以上）当たり

年額 2,955,000円 

(2) 1支援（年間平均登録児童数10～19人）当たり

年額 1,681,000円 

(3) 長時間開設加算額（1日6時間を超え、かつ、

18時を超えて開設する場合） 

年額 392,000円×「1日6時間を超え、かつ、18

時を超える時間」の年間平均時間数 

2 放課後児童クラ

ブ環境改善事業 

1 通知別添2の3(2)③及び④に定める事業を実施す

る場合 

(1) 小学校の余裕教室を活用して放課後児童健全

育成事業所を設置するとともに放課後子ども教

室と一体的に実施する場合 2,000,000円 

(2) 幼稚園、認定こども園等を活用する場合 

5,000,000円 

2 開所準備経費を含まない場合（1を除く。） 

1,000,000円 

3 開所準備経費を含む場合（1を除く。） 1,600,000

円 

施設の改修、修繕等、環境整

備に必要な経費 

3 障がい児受入推

進事業 

1支援当たり年額 1,847,000円 障がい児受入推進事業の実

施に必要な経費 

4 放課後児童クラ

ブ送迎支援事業 

1支援当たり年額 479,000円 児童の送迎に必要な経費の

燃料費 

5 放課後児童支援

員等処遇改善等

事業 

1 家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援

に主担当として従事する職員を配置 1,575,000円 

2 上記1の「家庭、学校等との連絡及び情報交換等」

に加え、地域との連携・協力等の育成支援に主担当

として従事する常勤職員を配置 3,012,000円 

放課後児童支援員等処遇改

善等事業を実施するために

必要な給料、職員手当（時間

外勤務手当、期末勤勉手当、

通勤手当）、共済費（社会保



7/14 

険料）、賃金、委託料及び補

助金 

6 障がい児受入強

化推進事業クラ

ブ 

1支援当たり年額 1,847,000円 障がい児受入強化推進事業

の実施に必要な経費 

7 小規模放課後児

童クラブ支援事

業 

1支援の単位当たり年額 575,000円 放課後児童支援員等適正配

置推進事業に必要な給料 

8 ひとり親家庭学

童利用料負担軽

減事業 

放課後健全育成事業を行う者であって、児童扶養手当

又は母子父子家庭等医療費助成の受給者に対して利

用料の減免を行っているものについて、次の額を放課

後健全育成事業の補助額に加算する。 

月額利用料から8,000円を減じた額と5,000円とを比

較して低い額×児童数×12 

 

9 放課後児童支援

員キャリアアッ

プ処遇改善事業 

1 放課後児童支援員を配置 

対象職員1人当たり 年額128,000円 

2 おおむね経験年数5年以上の放課後児童支援員で、

一定の研修を受講した者を配置 

対象職員1人当たり 年額256,000円 

3 2の条件を満たす概ね経験年数10年以上の放課後

児童支援員で、事務所長（マネジメント）的立場に

ある者を配置 

対象職員1人当たり 年額384,000円。ただし、1支

援の単位あたりの基準額は、896,000円を上限とす

る。 

放課後児童支援員キャリア

アップ処遇改善事業を実施

するために必要な給料、職員

手当（時間外勤務手当、期末

勤勉手当、通勤手当）、共済

費（社会保険料）、賃金、委

託料及び補助金 

10 放課後児童ク

ラブ等環境改善

整備推進事業 

対象経費に4分の3を乗じた額。ただし1支援の単位当

たりの基準額は、500,000円を上限とする。 

放課後児童クラブ等環境改

善整備推進事業を実施する

ために必要なシステム導入

費用、備品購入費、需用費（消

耗品費）、役務費（通信運搬

費）、工事費、委託料 

11 新型コロナウ

イルス感染症対

策臨時休業時特

別開所支援事業 

1支援の単位当たり日額11,000円 新型コロナウイルス感染症

対策臨時休業時特別開所支

援事業等の実施に必要な経

費（飲食物費を除く。） 
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12 新型コロナウ

イルス感染症対

策臨時休業時特

別開所人材確保

支援事業 

1支援の単位当たり日額21,000円 

13 新型コロナウ

イルス感染症対

策臨時休業時障

がい児受入推進

事業 

1支援の単位当たり日額6,000円 

14 新型コロナウ

イルス感染症対

策臨時休業時障

がい児受入強化

推進事業 

1支援の単位当たり日額6,000円 

15 新型コロナウ

イルス感染症対

策利用料減免事

業 

1人当たり日額500円を上限とする。 市が新型コロナウイルス感

染症拡大防止を図るために、

放課後児童クラブを臨時休

業させた場合等に、日割り利

用料を市が保護者へ返還す

る場合等の経費 

16 新型コロナウ

イルスの感染拡

大防止を図る事

業 

1支援の単位当たり500,000円を上限とし、事業実施年

度の対象経費の実支出額の合計とする。 

新型コロナウイルス感染症

の拡大防止を図る事業の実

施のために必要な経費（飲食

物費を除く。） 

備考 事業実施月数が１月に満たない端数を生じた場合及び12月に満たない場合の各事業における

補助基準額の計算方法については、それぞれ通知の別添の各事業の補助基準額の計算方法によるも

のとする。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

 


